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はじめに ビジョンの第１次改訂について 
  
１．ビジョン（第１次改訂版）の目的 
本市では、地域経済の持続的な成長を目指し、平成 31年 3月に「第２期富山市工業振興
ビジョン」（以下、本ビジョンという。）を策定しました。本ビジョンは、本市の工業振興

の現状と課題から、目指すべき方向性を示すテーマと４つの基本方針を定め、その実現の

ために取り組むべき施策を体系的に示しています。本市が持続的に発展するためには、社

会経済情勢の変化や地域産業の現状に応じた施策を実施することが不可欠であり、本ビジ

ョンも適宜見直しを図るものとしています。 
近年の新型コロナウイルス感染症やロシアによるウクライナ侵攻のもと、サプライチェ

ーン寸断リスクの高まり、GX（グリーントランスフォーメーション）や DX（デジタルト
ランスフォーメーション）の進展、急激な円安等を背景とする原材料価格・エネルギー価

格・物価の高騰等が事業者の経済活動に大きな影響を与え、めまぐるしく社会情勢が変化

しています。 
このような中、本市を取り巻く社会・経済情勢を踏まえ、本ビジョンに盛り込まれた施

策の見直しを図り、地域経済の安定化と発展を目指し工業振興施策を推進するため、本ビ

ジョンの第１次改訂を行います。 
 
２．ビジョン（第１次改訂版）の期間 
本ビジョン第１次改訂版の期間は、以下のとおりとします。 
 
 
 

 
３．策定体制 
地元産業界等の意見を十分に反映させるため「第２期富山市工業振興ビジョン第１次改

訂検討委員会」（商工業を代表する者、学識経験者、関係行政機関の職員、産業支援機関

の職員の８名で組織）を設置し検討を行います。  

令和６年度（2024年度）から令和 10 年度（2028年度）までの５年間 
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第１章 富山市製造業の動向 
 

１．富山市の産業構造 
本市の事業所数は減少傾向にあり、2021 年には 2 万箇所を下回り 19,456 事業所となっ
ています。また従業者数は 2021 年では 221,130 人となっています。また、富山県の事業
所数（48,987事業所）の 39.7％、従業者数（508,283人）の 43.5％を占めています。 
 市内事業所数の変化について業種別でみると 17業種のうち 9業種において事業所数が減
少しており、第２次産業においては、鉱業、建設業、製造業の全ての業種において減少し

ています。第３次産業では、電気・ガス・熱供給・水道業の 29％増をはじめとして、情報
通信業、不動産業・物品賃貸業、学術研究・専門・技術サービス業においては事業所数が

10％以上の増加となっている一方、卸売・小売業、宿泊業・飲食サービス業においては、
－10％を下回る減少となっています。 

■富山市事業所数・従業者数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

■富山市業種別事業所数の変化 

資料：総務省「平成 11年、16年、18年事業所・企業統計調査」、経済産業省「平成 29年工業統計調査」、総務省「平成 21年、
26年経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「平成 24年、28年、令和３年経済センサス－活動調査」 
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２．富山市製造業の動向 
2021年の本市の製造業は、従業者 4人以上の事業所で 780事業所、従業者数 41,824人
となっており、従業者数は、2008年のリーマンショック以降、増加傾向にありましたが、
2020年の 43,349人を境に減少に転じています。製造品出荷額等は、2020年の製造品出荷
額等は約 1 兆 3,509 億円で、リーマンショックにより大幅に減少しましたが、それ以降は
回復傾向にありました。しかし、2019以降、新型コロナウイルス感染症の拡大やロシアの
ウクライナ侵攻による社会情勢の変化に伴い、製造出荷額は減少しています。その一方で、

粗付加価値額は、2020年で約 5,928億円と近年同水準を推移しています。 
 北陸４県の県庁所在地と比較すると、リーマンショック以降、他都市と比べ製造品出荷

額等は大きく躍進しているものの、近年は減少傾向にあります。 
 

■富山市製造業の事業所・従業員数の推移 
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業種別にみると、従業者数は「化学工業」9,337 人（3％増）、「生産用機械器具」7,290
人（11％増）、「電子部品デバイス・電子回路」5,053 人（7％増）であり、この上位３業種
で全従業員者数（41,824人）の 51.8％を占めています。一方、その他の業種では従業者数
が減少している状況がみられます。 
規模別の事業所数の変化をみると、従業員数 0～4人の小規模事業所において減少が多く
みられますが、「生産用機械器具」「金属製品」では従業員数 5～29 人の事業所が増加して
います。 
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第２章 富山市工業振興の課題と対応 
 

2020年 1月からの新型コロナウイルス感染症の拡大は、環境面、経済面、社会面に対し
て大きな変化をもたらしました。また、2022年２月に始まったロシアのウクライナ侵攻に
より、世界のエネルギー情勢は一変しました。エネルギー価格の高騰は、本市のものづく

り産業にも大きな影響を及ぼしています。 
県内企業の景況を見るとこれらの影響を受け、一時的に持ち直すも低水準が続いていま

す。また、県内企業が直面している経営上の大きな問題点としては「原材料価格・仕入単

価の上昇」、「受注・売上の停滞、減少」が挙げられています。近年の原材料価格の高騰等

に対応するために、調達先の把握や生産拠点の変更・拡充といったサプライチェーンの強

靭化を図ることは、企業の持続的な成長と利益確保に直結することから、近年、重要性が

増しており、喫緊の課題となっています。 
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本市の製造業における製造品出荷額等は、2008年のリーマンショック時に大幅に減少し
ましたが、それ以降は順調に回復傾向にあり、2017年頃にはリーマンショック以前の水準
まで回復しています。2020年には、社会情勢の変化の影響を受け減少していますが、製造
業のうち、本市の特色が強い化学工業（医薬品製造業含む）、生産用機械器具、電子部品

等については、2015年比で増加しています。 
また、事業所数を見ると、2014年比では化学工業（医薬品製造業含む）に目立った変化
はみられません。金属製品・はん用機械・生産用機械では従業員数 4 人以下の事業所が減
少する一方、従業員数 5～29人の事業所では増加がみられます。 
 社会情勢の変化の影響を受ける厳しい状況の中、化学工業（医薬品製造業）をはじめ、

生産用機械、電子部品等の産業がさらなる強みを発揮するためには、工業振興が抱える課

題を的確にとらえ、その課題を解決するための取組を推進することが求められています。 
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従業者 30人以上 5～29人 0～4人（事業所数）

■富山市の従業者規模別事業所数（2021 年）（再掲） 

-15 

-13 -13 
-25 -34 

-15 

-9 
-14 

+14 

2014 からの主な減少 2014 からの主な増加 

+17 

4,201

3,103

1,508

617

533

3,812

1,369

1,209

619

677

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

化学工業

生産用機械器具

電子部品・デバイス・

電子回路

食料品

金属製品

（億円）2020年 2015年

■富山市製造業の業種別製造品出荷額等 ■富山市製造品出荷額等・粗付加価値額の推移（再掲） 
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11,663

13,080
12,550

13,691
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5,2015,3245,223
4,613
4,154
4,8684,6134,3724,611

5,670
4,9045,294

5,866 5,8275,928

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

2006 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

（億円）
製造品出荷額等 粗付加価値額

（年）

ビジョン策定後 

資料：経済産業省「平成 18年～22年、平成 24年～26年、平成 29年～令和２年工業統計調査」、総務省「平成 26
年経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「平成 24年、28年、令和３年経済センサス－活動調査」 
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１．GXの重要性の高まり 
GX（グリーントランスフォーメーション）とは、化石燃料をできるだけ使わず、クリー
ンなエネルギーを活用していくための変革やその実現に向けた活動を指します。 
国際的に脱炭素化の気運が高まる中、我が国においては、令和 2年 10月に「2050 年カ
ーボンニュートラル」を宣言し、「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」
を策定しました。これを受け国内の GX 実現に関する取組は加速しており、本市において
も、令和 3年 3月に“2050年までの温室効果ガス排出実質ゼロ”を目標に掲げる「ゼロカ
ーボンシティ」を表明し、脱炭素社会の実現に向けた取組を推進しています。 
国内大企業においては、脱炭素に対する重要性が「大きく増している」、「増している」

と回答する企業が合わせて 79.0％であり、また県内中小企業では脱炭素の取組について
52.2％が「必要」、「ある程度必要」と感じており、各企業においても脱炭素の重要性が高
まっています。 
一方で、大企業において、サプライチェーンの安定化・強靭化に向けた企業の取組とし

て、脱炭素への対応はこれからの取組であると位置づけている企業が多く、GX 実現に向
けた脱炭素に対する取組の重要性が増していると感じながらも、実行段階まで進んでいな

いことがうかがえます。 
現在、GX 実現に向けた脱炭素への投資の成否が企業競争力を左右する時代に突入して
おり、取組を加速させることは、エネルギーの安定供給とともに、経済を再び活性化させ

る起爆剤としての可能性も秘めています。本市においても GX 実現に向けた取組を加速し、
企業の競争力を高めていく必要があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

必要だと思う

8.7%

ある程度必要だと

思う
43.5%

あまり必要だ

と思わない

14.2%

必要だと

思わない

31.0%

わからない・どちらともいえない

2.6%

合計

52.2％

（n=310)

6.6%

5.5%

31.6%

29.3%

28.6%

47.4%

63.4%

65.3%

20.4%

0.7%

0.6%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全企業

(n=3,529)

中小企業

(n=3,354)

大企業

(n=152)

大きく増している 増している 変わらない 減っている

■脱炭素に対する取組の必要性（県内） 

資料：富山第一銀行「富山県内の中小企業の現在の
業況と脱炭素への取組状況について」2023.4 

■脱炭素に対する重要性の変化（全国） 

資料：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（株）「我が国ものづくり
産業の課題と対応の方向性に関する調査」2023.3 

35.9％ 

34.1％ 79.0％ 
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54%

45%

38%

34%

32%

31%

26%

26%

24%

19%

14%

14%

35%

41%

31%

40%

53%

40%

75%

56%

51%

32%

40%

38%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

脱炭素への対応

デジタル化の推進

2次以降のサプライヤーの把握

調達先の地域的分散

標準化・共有化・共通化の推進

代替調達の効かない部材の調達・汎用品への切り替え

調達先の分散（複数購買等）

国内生産体制の強化

調達先に関する情報の定期的な更新・メンテナンス

輸送手段の多様化（陸海空運）

消費地生産

在庫の積み増し

これからの取組(n=125) これまでの取組(n=152)

■サプライチェーン安定化・強靭化に向けた企業の取組（大企業） 

資料：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（株）「我が国ものづくり産業の課題と対応の方向性に関する調査」2023.3 
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２．DXの重要性の高まり 
DX（デジタルトランスフォーメーション）とは、データやデジタル技術を使って、社会
のいたるところに様々な変化をもたらし新たな価値を創出していくことであり、DX によ
ってビジネスモデルの変革等に取り組むことが重要です。 
近年、多様化する顧客ニーズや調達先の柔軟な変更への対応のほか、SDGs の観点から
もサプライチェーンの見える化による全体最適化が求められるようになりました。 
国内企業においては、サプライチェーンに係る企業間の製造過程・流通状況やCO2の見
える化について「可能であれば実施したい」との意向が半数程度であり、各企業において

DXによる見える化の重要性が高まっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

4.4%

3.7%

17.1%

3.8%

3.2%

16.4%

40.0%

39.5%

52.0%

5.6%

5.8%

3.3%

46.2%

47.8%

11.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全企業

(n=3,419)

中小企業

(n=3,245)

大企業

(n=152)

実施している 実施する計画がある
可能であれば実施したい 別の手段で足りている
実施予定なし・必要がない

17.1%

16.4%

33.6%

4.8%

4.4%

12.5%

37.8%

37.5%

44.7%

12.1%

12.4%

4.6%

28.2%

29.2%

4.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全企業

(n=3,417)

中小企業

(n=3,243)

大企業

(n=152)

実施している 実施する計画がある
可能であれば実施したい 別の手段で足りている
実施予定なし・必要がない

■サプライチェーンに係る企業間の製造過程・流通状況の見える化 

■サプライチェーンに係る企業間の CO2 の見える化 

資料：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（株）「我が国ものづくり産業の課題と対応の方向性に関する調査」2023.3 
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一方、我が国の DX は海外に比べて遅れていると指摘されており、企業間のデータ連携
をはじめとした DX に関する取組の遅れが課題として挙げられています。実際に企業内の
部門や事業所をまたぐデータ連携・利活用の状況では、「実施している」と回答する割合

は大企業で 34.8%、中小企業で 34.7%と低く、企業内の連携ですら進んでいないことがう
かがえます。部門や事業所をまたぐデータ連携・利活用を行う上での課題としては、「デ

ータ連携に必要なスキルを持つ人材の欠如」という回答が最も多く、次いで「フォーマッ

ト等の不一致」、「システム刷新にかかるコスト」、「データ連携に対する全社的な知識の欠

如」、「データ連携に対する各部門の理解の欠如」などが挙げられており、DX に対する理
解や人材が不足していることがうかがえます。 
富山市の工業がさらなる成長を遂げて富山市経済を牽引していくためには、新たなサー

ビス価値を創造する DX 実現に向けた取組や人材育成に対して支援し、企業の競争力を高
めていく必要があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

■部門や事業所をまたぐデータ連携・利活用を行う上での課題 

■部門や事業所をまたぐデータ連携・利活用の状況 

資料：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（株）「我が国ものづくり産業の課題と対応の方向性に関する調査」2023.3 
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必要性は理解しているが、実施できていない

実施する必要性がない

67%

57%

52%

39%

37%

23%

13%

3%

58%

21%

40%

43%

34%

14%

9%

3%
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データ連携に必要なスキルを持つ人材の欠如

部門間のデータフォーマット等の不一致

既存システムの刷新にかかるコスト
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データ連携に対する経営層の理解の欠如

その他

大企業(n=125) 中小企業（n＝1,799）
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３．企業誘致及び企業用地の円滑な提供 
（１）製造業等 

我が国の 2022年度の製造業（電気業・ガス業・熱供給業を除く）の工場立地件数は 922
件(前年比 6.7%増)となっており、敷地面積は 1,280ha(前年比 0.3%減)となっています。
2022年度の敷地面積については、前年より微減ですが、立地件数から立地計画が回復しつ
つあることがうかがえます。 

また、新規事業所の立地計画を有する割合は、本ビジョンの開始年度の 2019 年度は製
造業が 16.5%、物流業が 24.2%あり、2020年度はコロナによって製造業が 13.7%、物流業
が 21.7%に減少したものの、2022年度は製造業が 22.1%、物流業が 30.5%となっており、
新規事業所の立地意向が増加しています。 
一方、富山県内における企業団地の分譲可能面積（未造成分譲含む）は、毎年減少傾向

が続いており、令和元年度から令和５年度にかけて分譲可能面積が半減しています。 
本市における令和５年度現在の分譲可能な団地は、第２期呉羽南部企業団地のみであり、

分譲可能用地は少ない状況となっています。新たな企業の誘致を円滑に進めるために、今

後も企業用地を安定的に提供していく必要があります。 
さらには、全国の調査では、大学卒業・大学院修了予定者の志望業界は、いずれにおい

ても「製造業」が上位となっています。このことから若者等が魅力を感じている製造業を

中心に誘致を推進していく必要があります。 
 

■工場立地件数・敷地面積の推移（全国） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

  

 
ビジョン開始 

(件) 

資料：経済産業省「工場立地動向調査」 
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■新規事業所の立地計画を有する割合の推移 

 

 
 

■富山県における分譲可能面積 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

65.21ha 64.07ha 56.61ha 47.72ha 40.11ha 33.49 ha 

 
 

 

団地名 

富山市 
中小企業 

基盤整備機構 

金屋 
企業団地 

西本郷 
企業団地 

大沢野 
西部企業団地 

(第 1 期) 

呉羽南部 
企業団地 

第２期 
呉羽南部 

企業団地 

熊野北部 
企業団地 

富山八尾 
中核工業団地 

開発面積
(㎡) 

254,464 79,724 23,980 260,284 248,818 39,597 1,937,314 

入居率 

(％、面積) 
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 69.1% 100.0% 100.0% 
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資料： (一財)日本立地センター「新規事業所立地計画に関する動向調査」 

▼バブル経済の崩壊 

東日本大震災▼ 

リーマンショック▲ ビジョン開始 

▲コロナ 

ビジョン開始 資料：(一財)日本立地センター「産業用地ガイド」 

■富山市の企業団地の入居状況 

資料：富山市 令和５年 10月１日現在 

■大学卒業・修了予定者の志望業界（複数回答）全国 
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資料：（株）マーケティング・コミュニケーションズ「学生の就職・採用活動開始時期等に関する調査」R4.11 
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（２）情報通信業 

我が国の広義の投資優先度を見ると、情報化投資は年々優先度が増加しています。ま

た、業種別中小企業の売上高の比較を見ると、近年、情報通信業は大幅に伸びていること

がうかがえます。さらには、全国の調査では、大学卒業・大学院修了予定者の志望業界は、

いずれにおいても「情報通信業」が上位となっています。このことから、需要が高く、若

者等が魅力を感じている情報通信業の誘致を推進していく必要があります。 
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資料：（株）日本政策投資銀行「全国設備投資

計画調査」2022.6 より経済産業省作成 
※ここでいう「広義の投資」とは、国内での有形固

定資産投資のほか、海外での有形固定資産投資や

研究開発、M＆A、人的投資などを含めた投資行動
とする。資本金 10億以上の大企業が調査対象。 

■広義の投資先優先度 

■大学卒業・修了予定者の志望業界（複数回答）全国 （再掲） 
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資料：財務省「法人企業統計調査季報」 
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４．人材・労働力の確保 
中小企業における産業別従業員数過不足 DI の推移を見ると、2020 年に新型コロナウイ
ルス感染症の拡大による影響を受け一時的に過剰に転じましたが、それ以降は人材不足が

続いています。 
過去 20年における全産業の就業者数の推移はほぼ横ばいですが、年齢構成別の推移を見
ると、65 歳以上の高齢就業者数が年々増加している一方、34 歳以下の若年就業者数がこ
の 20年間で約 130万人減少しており、若者の確保が厳しい現状がうかがえます。 
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資料：中小企業庁「中小企業景況調査」2023.3 

※2011年は東日本大震災の影響により補完推計値を用いた。分類不能の産業は非製造業に含む。 

■就業者数の推移（非製造業／製造業） 

■若年就業者数（34 歳以下）の推移 ■高齢就業者数（65 歳以上）の推移 

資料：総務省「労働力調査」2023.3 2011年は東日本大震災の影響により、全国集計結果が存在しない。 
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県内の社会動態（15～34 歳の転入・転出状況）をみると、男女ともに転出超過が続い
ており、特に女性の流出が多く深刻な状況となっています。 
県内企業において、今後重視する経営課題は「人材の育成」が最も高い状況となってい

るほか、施設立地の際に重要視する要件として「従業員の確保」が上位に来ており、企業

が人材の育成・確保に課題を感じていることがうかがえます。 
こうした状況から、本市においても若年者の就職支援や若者等の育成・確保を図ること

で、産業を担う人材・労働力の確保に努めることが求められています。 
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資料：富山県「人口移動調査」各年 10月 1日現在 

■社会動態（15～34 歳の転入・転出状況、日本人、富山県） 

■県内の今後重視する経営課題 

資料：富山県中小企業団体中央会 
「中小企業動向調査」R5.4 

■施設立地に際し重視する要件（上位項目） 

資料：「富山市立地環境に関する 
アンケート調査」R5.10速報値 
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５．頻発する災害 
近年、想定を超える自然災害が頻発し、災害が少ないと言われている本市においても令

和５年７月に豪雨災害、令和 6 年 1 月に能登半島地震（最大震度７）が発生し、市内企業
の活動に大きな影響を及ぼしました。また、自然災害のみならず、サイバー攻撃や紛争と

いった人為災害などの脅威も身近になっています。このことから、企業における BCP（事
業継続計画）の策定や見直しが急務となっています。 
しかしながら、BCP の策定状況では、「策定している」、「策定中」、「検討している」と
回答した企業は 48.6％と高いにも関わらず、策定率を見ると、大企業では 35.5％であるの
に対し、中小企業は 15.3％と低く、中小企業において BCP の策定が進んでいないのが実
情です。BCP を策定していない理由としては「策定に必要なスキル・ノウハウがない」と
の回答が４割を超えており、BCP 策定のためのスキルが不足していることがうかがえます。 
企業価値の維持・向上の観点からも、災害等に対する企業の危機管理意識を高めていく

必要があります。 
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■ＢＣＰの策定状況 ■ＢＣＰ策定率（大企業・中小企業の推移） 

合計 

48.6% 

 
資料：㈱帝国データバンク「事業継続計画（BCP）に対する意識調査」2023年 

■ＢＣＰを策定していない理由（複数回答、％） 
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1 策定に必要なスキル・ノウハウがない 42.0 47.6 41.4

2 策定する人材を確保できない 30.8 36.4 30.2

3 策定する時間を確保できない 26.8 32.8 26.2

4 書類作りで終わってしまい、実践的に使える計画にすることが難しい 26.3 30.6 25.9

5 自社のみ策定しても効果が期待できない 23.8 25.2 23.7

6 必要性を感じない 20.9 14.4 21.6

7 リスクの具体的な想定が難しい 18.5 17.8 18.5

8 策定する費用を確保できない 13.4 8.5 13.9

9 ガイドライン等に自組織の業種に即した例示がない 4.9 4.3 5.0

10 策定に際して公的機関の相談窓口が分からない 3.3 1.3 3.5

11 策定に際してコンサルティング企業等の相談窓口が分からない 2.3 1.8 2.3

12 その他 3.2 2.9 3.2
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第３章 富山市における企業団地基礎調査 
 

本章では、全国及び富山県内の企業立地動向から、富山市における企業立地の可能性に

ついて把握した上で、選定要件を整理し新たな企業団地候補地（地区）の選定を行いまし

た。 

 

１．富山県内への立地選定理由（重視する要素） 
富山県内において過去 10年間に新規立地した企業（電気業等を含む）の立地地点を選定
した理由についてとりまとめました。 
その結果、全国と比較すると、「本社・他の自社工場への近接性」を重視する企業が全

国の 25.6%に対し、富山県は 34.9%と大きく上回っているほか、「関連企業への近接性」、
「人材・労働力の確保」等の項目を重視する企業も全国比率を上回っていることから、拠

点や取引先との距離が立地決定の重要な要素となっていることが分かりました。 

 

■立地地点の選定理由(平成 25年度～令和４年度の合計) ※上位５位を記載 

 
 
 
 
 
 
 
 

資料：経済産業省「工場立地動向調査」 

 

２．富山市における立地の可能性 
令和５年９月に本市が実施した「新産業用地に関するニーズ動向調査」では、製造業及

び物流業の約 1,280社を対象にアンケート調査を実施し、116社（回収率 9.1%）から回答
を得ました。 
調査結果を見ると、『①候補地になる、②今後の条件整備によっては候補地となり得る、

③今後検討する、④候補地にはなり得ない』の選択肢うち、①と②を合算した回答率（回

答数）は、「富山 IC・富山空港周辺」で 24.4%（n=21/86社）、「富山西 IC周辺」で 23.1%
（n =21/91社）、「流杉スマート IC周辺」で 17.0％（n =15/88社）、「国道８号・臨海部周
辺」で 23.1%（n =21/91社）、「それ以外の市内」で 20.2%（n =17/84社）であり、本市へ
の事業所立地の可能性が一定程度あることがうかがえます。 
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■富山市への事業所立地の可能性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

３．企業団地の立地動向 
（１）高速道路 ICからの距離別立地動向 
全国の過去 10 年間（平成 25 年度～令和４年度の累計）の高速道路 IC からの距離別
立地動向を見ると、製造業全体では ICからの直線距離が 5km以内の立地希望は 48.2％
とほぼ半数を占め、10km 以内では 72.8％となるなど、高速道路交通の利便性が立地条
件において重要な位置を占めております。なお、IC からの道路の状態や接続道路、区画
の間口の広さなども重要な要素となります。 

 
（２）港湾ふ頭からの距離別立地動向 
全国の過去 10 年間（平成 25 年度～令和４年度の累計）の港湾ふ頭からの距離別立地
動向を見ると、製造業全体では港湾ふ頭からの直線距離が「5km 以内」の立地希望は
10.1％にとどまり、これに「5～10km以内」を合わせても 19.3％と、港湾ふ頭からの距
離はあまり重視されていないことがうかがえます。 
 

■製造業における距離別立地動向 

 

 

 

 

 

 

資料：経済産業省「工場立地動向調査」 
  

※「候補にはなり得ない」との回答は母数に含むがグラフから除外 
資料：「富山市の新産業用地に関するニーズ動向調査」R5 
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４．企業ニーズに基づく選定要件 
企業が希望する立地条件及び工場の増設（移転）にあたって重視する条件として、

「従業員の確保」、「道路等の地域内の移動や輸送」、「高速道路へのアクセス」、「地価の

安さ」が挙げられており、特に高速道路交通の利便性が立地条件において重要な位置を

占めています。 
企業ニーズの観点から、以下の選定要件をもとに、企業団地の候補地を選定します。 

 
■企業ニーズに基づく選定要件 

企業ニーズ 選定要件 

従業員の確保 

製造業の労働力不足は深刻化していることから、比較的人材の確

保が容易である DID地区（人口集中地区）周辺を優先してい
く。 

道路等の地域内の 

移動や輸送 物流や労働力の確保の点から幹線道路へのアクセスの容易さは不

可欠であることから、高速道路 IC付近（概ね５km以内）や国
道、高規格道路の整備計画地沿線を選定していく。 高速道路への 

アクセス 

地価の安さ 
市街地は土地利用が進み、比較的地価も高いことから郊外を選定

していく。 

 

５．その他の選定要件 
本市のまちづくり方針を示す「富山市都市マスタープラン」、本市の土地利用状況や

インフラの状況、優良農地の保全の観点等を踏まえ、企業団地の候補地を選定します。 
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６．企業団地候補地 
企業ニーズに基づく選定要件やその他の選定要件をもとに、新たな企業団地候補地を決

定します。 
 

■企業団地候補地 
地区 概 要 

水橋地区 

・上市スマート ICや国道８号等の幹線道路へのアクセスが良好 

である 

・農振農用地が指定されていない 

流杉スマート IC 

周辺地区 

・流杉スマート IC（車長 12ｍ以下）へのアクセスが良好である 

・農振農用地に指定されている 

金屋・西本郷・ 

島本郷・笹倉地区 

・金屋企業団地に隣接している 

・農振農用地に指定されている 

富山西 IC 

周辺地区 

・富山西 IC へのアクセスが良好である 

・呉羽南部企業団地に隣接している 

・農振農用地に指定されている 

富山 IC・富山空港 

周辺地区 

・富山 IC、富山空港へのアクセスが良好である 

・既成市街地が近いため、人材の確保が容易である 

・農振農用地に指定されていないエリアが存在する 

飯野・新屋・ 

小西・宮町地区 

・国道８号等の幹線道路へのアクセスが良好である 

・農振農用地に指定されている 

千里駅周辺地区 
・千里駅に近いため、公共交通利用の人材確保が見込まれる 

・農振農用地に指定されている 

大沢野地区 
・国道 41号等の幹線道路へのアクセスが良好である 

・農振農用地に指定されている 

 
  



 

21 
 

4,900,000

5,000,000

5,100,000

5,200,000

5,300,000

5,400,000

5,500,000

5,600,000

42,000

43,000

44,000

45,000

46,000

47,000

48,000

49,000

50,000
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（富山県・億円）

（年）

富山県 国 （国・億円）

 

ビジョン策定後 

3.2％ 

3.5％ 

資料：「富山県民経済計算」2023.4 

H30 富山県 

４兆 9,399 億円 

（過去最高） 

R2 富山県 

４兆 7,299 億円 

R2 国 

537 兆 5,615 億円 

第４章 第２期富山市工業振興ビジョン改訂 
 

１．本市のものづくり産業の位置づけ 
 我が国のＧＤＰ成長率は、2020 年に前年比マイナス 3.5%（名目）と、大きな落ち込み
となりました。2020年のコロナ危機から２年が経過し、経済活動の正常化の動きが進んで
いますが、原材料価格の高騰などの影響を色濃く受け続けています。 

 

■国内総生産（名目）の推移 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業に影響を及ぼす社会情勢の変化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

資料：三菱UFJリサー
チ＆コンサルティング

（株）「我が国ものづく

り産業の課題と対応の

方向性に関する調査」

2023.3 
※は 2021年度の調査時
には選択肢に含まれて

いなかった項目を示す 

87.9

78.4

66.9

61.1

56.3

52.0

43.9

39.4

38.9

36.3

26.5

22.4

22.3

19.7

19.3

16.7

9.9

0.9

79.8

※

67.8

49.3

49.7

※

38.9

17.2

33.5

※

23.8

10.3

8.6

26.0

16.4

13.6

9.3

1.2

0 20 40 60 80 100

原材料価格（資源価格）の高騰

エネルギー価格の高騰

新型コロナウイルス感染症の感染拡大

半導体不足

人手不足

中国のロックダウン

部素材不足（半導体を除く）

為替変動

物流コストの上昇・キャパシティの不足

ロシアによるウクライナ侵攻

大規模な自然災害

法人税･関税などの税制

サイバーセキュリティ上のリスク

脱炭素･脱プラスチック等の環境規制

米中貿易摩擦

法改正やルール形成

新技術･ビジネスモデルの登場

その他

（%）

2022年度(n=3,502) 2021年度(n=3,009)
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県内の影響を見ると、県内総生産は過去最高であった2018年から2020年において、全産
業で4.3%減少、製造業で7.8%減少するとともに、総生産全体における製造業の割合も減少
しています。本市の総生産の３割を占める製造業においても社会情勢の変化の影響を大き

く受けていると推察されます。製造業の活性化は、本市の地域経済の安定化や発展にとっ

て欠かすことのできない極めて重要な意義をもっていることから、製造業を中心としたも

のづくり産業の基盤を強化し、再び地域経済を活性化させることが求められています。 

 

 
■産業別県内総生産（名目）（2018 年、2020 年） 

 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 

■経済活動別県内総生産（名目）（2018 年、2020 年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

415

466

17,357

18,390

29,466

30,360

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000

2020年

2018年

第一次産業 第二次産業 第三次産業

47,299

49,399

14,579 (30.8％)

15,806 (32.0％)

-4.3％-7.8％

製造業 (億円）

-11.0% -0.4% -7.8%
0.0%
7.6%
-10.5% -8.6%

-43.2%

0.8%

-3.5%

3.6% 9.1%

-0.7% -1.1%

1.6%

-7.0%

-100.0%

-80.0%

-60.0%

-40.0%

-20.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

農
林
水
産
業

鉱
業
製
造
業

電
気
・ガ
ス
・水
道
・

廃
棄
物
処
理

建
設
業

卸
売
・小
売
業

運
輸
業
・郵
便
業

宿
泊
・飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

情
報
通
信
業

金
融
・保
険
業

不
動
産
業

専
門
・科
学
技
術
、

業
務
支
援
サ
ー
ビ
ス
業

公
務
教
育
保
健
衛
生
・社
会
事
業

そ
の
他
サ
ー
ビ
ス

（増減率）（億円）
2018 2020年 増減率

資料：富山県民経済計算 2023.4 

資料：「富山県民経済計算」2023.4 



 

23 
 

２．改訂の基本方針 
近年の新型コロナウイルス感染症やロシアによるウクライナ侵攻のもと、サプライチェ

ーン寸断リスクの高まりや、急激な円安を背景とする原材料・エネルギー価格・物価の高

騰等が事業者の経済活動に大きな影響を与えており、事業者はめまぐるしい社会情勢の変

化に直面しています。また、災害リスクの高まりや少子高齢化による人材不足といった、

近年顕著化した社会問題についても対応が求められています。 

本市を取り巻く社会・経済情勢を踏まえ、地域経済の安定化と発展を目指し、工業振興

施策を推進するため、「第２章富山市工業振興の課題と対応」で取り上げた５つの課題に

ついて、次の５つの項目を強化し、各施策の取組を推進します。 

 

１ ＧＸ推進の取組 

  カーボンニュートラル実現に向けて、脱炭素に関する取組や人材育成に対して支援

をします。 

２ ＤＸ推進の取組 

  ＤＸに関する取組や人材育成に対して支援をし、各企業のサービス価値の拡大・企

業競争力の向上を図ります。 

３ 製造業等および情報通信業の需要への対応 

 企業立地の需要への対応や若者が魅力を感じる企業を誘致するため、進出企業の受け

皿となる用地等の確保・提供に努めます。 

４ 若者確保への対応 

  若者等の市内企業への就職及び市内企業の円滑な人材確保を促進するために、市内

企業の情報発信を強化し、UIJターン就職を促進します。 
５ 減災への取組 

  頻繁に起こりうる豪雨や大地震などの災害に対して、企業の防災対策の普及啓発や

BCP 策定の促進、また、関係機関との連携による支援を行うことで、企業の事業継続
力の向上、経営基盤の強化を図ります。 

 

各施策の取組にあたっては、平成 31年 3月に策定した本ビジョンのテーマである『持続

可能な成長を目指す力強く活力ある「産業都市とやま」』と４つの基本方針を承継し、企

業、経済団体、大学等高等教育機関、金融機関、行政が一体となって取り組んでいくもの

とします。 

 

≪基本方針≫ 

  １．地域を牽引するものづくり産業の活力強化 

  ２．成長産業のさらなる進化と新産業の創出 

  ３．企業誘致・拠点化による産業集積の強化 

  ４．活力を創出する人材確保・育成 
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【施策体系図】 
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３．施策方針と取り組む事業 
 
 基本方針１ 地域を牽引するものづくり産業の活力強化 
 地域経済をより安定化・活性化させていくためにも、本市の企業に対して積極的に支
援を継続していく必要があります。特に、時代が大きく変化していく中で、本市工業

のさらなる発展には、全く新しいアイデアや技術革新等が必要であり、近年注目を集

める IoTやAI技術等の積極的な導入促進を行い、生産性及び付加価値の向上に繋げて
いくことが重要です。このような革新技術の導入や設備投資等の経営力向上の支援を

行うことにより、持続性があり、かつ活力あふれる経営基盤を強固なものにしていく

必要があります。 
 事業者の持続的な発展には、新製品の開発やターゲットに合わせた新市場の開拓も必
要であり、積極的に販路開拓に取り組むことが出来る支援制度が求められています。 

 中小企業の円滑な企業活動のため、商工会議所等の関係機関と連携した融資や経営相
談等の支援を充実させていきます。 

 医薬バイオ、IT、ナノテク、環境など、今後成長が期待される新産業は、技術面・資
金面で課題を抱えていることが多いことから、本市と商工会議所や商工会、金融機関、

大学等との相互連携を深め、地域一体型で技術面・資金面・経営面における課題の解

決を目指していきます。 
 
【施策１－（１）】イノベーション技術の導入による高付加価値化 

 世界的に注目を集めている IoT、AI 等の革新技術の導入は、今後も世界的に加速して
いき、革新技術が製造業のスタンダードとなることが予測されます。よって、中小企

業でも円滑に、かつ、スピード感を持って革新技術を導入できるように、セミナーの

開催や導入事例等の提示を行い、革新技術の導入を促進します。 
 高い生産性の実現と新製品の創出を目指すためにも、新技術や生産拡大への設備投資
を助成することで、イノベーションの創造を促進します。 

 カーボンニュートラル等の実現を目指す動きが活発化する中、各企業の競争力の向上
や持続的な成長のために、GX・DX に関連する取組を支援し、企業のサービス価値の
拡大および経営の効率化を推進します。 
事業 内容 主体 

①IoT や AI 等の革新技
術の導入促進 

セミナーの開催や導入事例等の提示によ

り革新技術の導入促進を図る。 
・企業立地課 
・新世紀産業機

構等 
②革新技術を用いた設

備投資助成制度の充

実 

新技術の開発や生産拡大等を目的とする

設備投資を助成し、高い生産性の実現、

新製品・新サービスの創出による高付加

価値化を図る。 
 

・企業立地課 
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③ＧＸ・ＤＸの推進に

よる企業価値の拡大 

 

ＧＸに関連するセミナーの開催や再生可能

エネルギー設備の導入支援により、企業の

競争力向上や持続可能な成長を推進する。 

 

・国 
・富山県 
・環境政策課 

ＤＸに関連する設備機器の導入支援や各種

導入に係る相談支援を行い、企業の競争力

向上や持続的な成長を推進する。 

 

・国 
・富山県 
 

 
 
【施策１－（２）】新製品の市場・販路開拓の支援 

 中小企業には、経営基盤が安定していないために、積極的に新製品の販路開拓に取り
組めない事業者がいることから、展示会への出品費用や販路開拓に係る広告宣伝費等

を助成することで、販路開拓に積極的に挑戦出来る環境づくりを行い、新規取引やビ

ジネスエリアの拡大を促進します。 
 中小企業にとって、新製品の開発や新分野への進出、グローバルな事業展開は、大き
なリスクを伴いますが、本市の各種支援制度の活用を通じて企業が事業拡大に取り組

みやすい環境を整備します。 
事業 内容 主体 

①展示会出展・販路開

拓支援 

新商品の市場創出を支援するため、新商

品の展示会等への出品費用及び広告宣伝

費用について助成し、新技術に基づく新

商品の市場創出を支援する。 
 

・商工労政課 

②ビジネスマッチング

事業への支援 

大手企業等が発注する技術・製品と本市

の中小企業が持つ優れた技術力のマッチ

ングを図り、地域におけるものづくり企

業の販路開拓及び事業拡大を支援する。 
 

・商工労政課 

③トライアル発注事業 市内中小企業者の開発したアイデアあふ

れる新商品を「トライアル発注商品」と

して認定し、市が率先して購入すること

により、中小企業者等の販路開拓・商品

開発を支援する。 
 

・商工労政課 

④貿易振興事業 ジェトロや新世紀産業機構等の関係機関

と連携し、市場データ・港湾統計情報等

の収集に努め、貿易の振興を支援し、輸

出入産業の発展の促進を図る。 
 

・企業立地課 
・ジェトロ、新

世紀産業機構

等 
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【施策１－（３）】中小企業の経営基盤の強化 

 中小企業が生産性を向上させ競争力を高めていくためには、経営資源の「モノ」にあ
たる設備に投資し、経営基盤の強化を図っていくことが必須です。しかし、中小企業

の中には、資金的な問題等から十分な設備投資を控えている事業者もあります。先端

設備の導入支援や融資のあっせんを行い、資金等の問題解決を支援し、中小企業が経

営基盤の強化に取り組みやすい環境を整備します。 
 積極的に事業展開を行う企業に対する融資制度や助成制度を充実させ、市内企業がよ
りチャレンジングな経営を行えるように支援します。 

 経営者の高齢化が進んでおり、後継者不足や事業承継に伴う費用等の課題から廃業を
選択するケースが確認されています。関係機関との連携により、技術や将来性のある

事業の承継を促進し、中小企業の経営安定化と持続的な地域経済の好循環を図ります。 
 想定を超える自然災害のみならず、人為災害などの脅威も頻発しています。災害リス
クへの理解を深め、防災意識の向上を図ることで、企業のBCP策定を促進し、企業の
事業継続力の向上、経営基盤の強化を図ります。 
事業 内容 主体 

①生産性向上等に資す

る設備投資への支援 

生産性向上特別措置法に基づく「富山市

導入促進基本計画」を策定し、生産性向

上のための新たな設備投資（先端設備等

導入計画）を後押しする。 
 

・商工労政課 

②新分野進出融資・助

成制度の充実 

新分野へ進出し、新たな事業展開に挑む

企業を支援するため、設備の取得に対し

て助成する。 
 

・企業立地課 

③融資制度や公的支援

の充実 

中小企業者の事業資金調達の円滑化を図

るため、金融機関に対して融資あっせん

を行うとともに、借入金に係る利子の一

部を助成することにより、中小企業者の

負担を軽減する。 
 

・商工労政課 

④小規模企業活性化支

援 

商工会議所等のサポート等を受けて、販

路開拓や経営改善に取り組む小規模事業

者への支援を行う。 
 

・商工労政課 
・商工会議所、

商工会 

⑤事業承継の促進 廃業することなく事業を引き継ぐことが

できるよう、事業承継に伴う資金需要に

対し支援を行う。 
また、創業希望者と後継者不在の事業者

とのマッチングを行い、事業承継に必要

な支援を行う。 
 

・商工労政課 
・新世紀産業機

構等 

⑥防災対策の普及啓発 災害等発生後における早期の事業開始や

事業継続を目指し、BCP（事業継続計
画）の必要性について普及啓発する。 
 

・富山県 
・企業立地課 
・防災危機管理

課 
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【施策１－（４）】産学官・企業間・国際連携の推進 

 本市には、富山大学等の高等教育研究機関や新世紀産業機構、富山県中小企業団体中
央会、商工会議所・商工会等の総合的な支援機関があります。また、富山県内には富

山県産業技術研究開発センターなど富山県の研究機関等もあり、企業によるこれらの

施設・機関の活用が望まれています。 
 企業活動を活性化させ、技術力の向上や富山の新しい特色となり得る新産業の創出に
は、産学官連携を推進し、地域の様々な関係機関の円滑な協力が必要です。そのため

にも、行政、大学、金融機関等との連携を強化し、市内の強靭な地域間ネットワーク

を形成し、ワンストップで様々な支援が受けられる体制を構築します。 
 中小企業が新たな価値を創造し、成長・発展を遂げていくためにも、異業種による交
流を推進するとともに、交流によるネットワーク化を図ることで、新たなビジネスの

創出を促進します。 
事業 内容 主体 

①産学官連携事業 今後成長が期待される新産業を育成する

ことを目的に、富山大学五福キャンパス

工学部敷地内に設置している「新産業支

援センター」が中核となり、産学官連携

を円滑に行う。 
また、スマートシティを推進するための

産学官連携組織「富山市スマートシティ

推進プラットフォーム」に参画する企業

等に対し、交流や共創の機会を提供する

ことでスマートシティ関連事業の創出を

目指す。 
 

・各企業 
・新産業支援セ

ンター 
・富山県 
・富山大学等 
・商工労政課 
・スマートシテ

ィ推進課等 

②富山市創業支援ネッ

トワークの形成 

本市と中小企業団体、金融機関、大学等

との連携を深め、市内の各創業支援等事

業による地域一体型の支援体制の構築を

図る。 
また、悩みや疑問を専門家に気軽に相談

できる場を設け、中小企業の経営課題の

解決を促す。 

・商工労政課 
・新世紀産業機

構、よろず支

援拠点、商工

会議所、商工

会等 
・金融機関 
・富山大学等 
 

③異業種間交流の推進 富山県内のインキュベーション施設入居

者、その卒業生、起業家、起業を目指し

ている方等が一堂に会し、情報交換を行

うことで、異業種間交流を促進する。 
 

・新産業支援セ

ンター 

④市内企業の国際展開

の推進 

国外の都市と連携し、市や市内企業の環

境に関する技術やノウハウの国際展開を

進め、脱炭素社会実現を目指す。 

・環境政策課 
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基本方針２ 成長産業のさらなる進化と新産業の創出 
 本市の工業を持続的に成長させていくためにも、医薬品製造業をはじめ、機械、電子
部品等が集積する本市の特色を活かした産業のさらなる進化と新産業の創出が望まれ

ています。 
 産業においては、医薬品製造業だけではなく、パッケージ印刷やプラスチック容器製
造業、デザイン業等の医薬品関連産業への支援や連携を充実させ、産業の重層化を推

進します。 
 成長産業の付加価値を高め、さらに進化させていくためにも、高度な研究開発拠点の
誘致を目指すとともに、産学官連携による専門的な人材育成等の強化に努め、地域の

生産性向上や高付加価値化の促進を図ります。 
 大学や産業支援機関等の関係機関と連携しながら、次世代自動車、航空機、ロボット
等の次世代産業への参入促進や医薬バイオ、IT、ナノテク、環境等のベンチャー育成
に努めます。 

 創業やベンチャー企業の成長は、地域経済の活性化にもつながることから、創業間も
ない企業やベンチャー企業に対する支援制度を充実させ、起業・創業の促進と早期の

経営安定化を図ります。 
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【施策２－（１）】医薬品を中心とした産業の重層化の推進 

 本市における製造品出荷額等全体の約 20％を占めるのは医薬品産業であり、本市の地
域経済を牽引する中核産業となっています。また、医薬品に関連する原料メーカー、

容器・包装資材メーカー、パッケージ印刷メーカー、製剤機器メーカー等の医薬品製

造業を支える企業も集積しています。 
 今後、本市工業のさらなる発展のためにも、医薬品製造業を中心とした関連産業の誘
致と高付加価値化を進め、産業の重層化を推進します。 

 近年伸長する海外市場の獲得を目指すためにも、医薬品産業における国際交流を促進
させ、市内企業の海外進出を支援します。 
事業 内容 主体 

①地域を牽引する医薬

品関連企業の誘致 

医薬品を中心とした産業の重層化を推進

するために、工場等の新設、それに伴う

用地や設備の取得等に対して助成を行

い、医薬品関連企業の誘致を促進する。 
 

・企業立地課 
・コンベンショ

ン・薬業物産

課 
・富山県 

②くすり関連施設の整

備 

くすりをテーマとした富山を象徴する

「くすり関連施設」を整備し、「富山のく

すり」のＰＲを行う。 
 

・コンベンショ

ン・薬業物産

課 

③薬用植物関連産業の

推進 

医薬系大学の知見を活用し、薬用植物の

生産管理システムを構築することで、新

たな地域ブランド・地域産業モデルの確

立を目指す。 
 
 

・コンベンショ

ン・薬業物産

課 

④医薬品産業における

国際交流の促進 

グローバル化の進展に伴い、バーゼル

（スイス）、インドネシア、マレーシア、

インド、イタリア等との国際交流を図

り、海外市場の獲得を目指す。 
 

・富山県薬業連

合会等 

 
【施策２－（２）】高度な研究開発・技術力の強化 

 高度な研究開発を行っている企業や高い技術力を有している企業を市内に誘致し、市
内産業の高度化を推進することで、市内企業の技術的な発展と高付加価値化を目指し

ます。 
事業 内容 主体 

①先端技術・研究開発

型企業等の誘致 

民間研究所の新増設に係る助成、富山県

外からの本社機能等の移転に係る助成を

行い、対象企業を誘致する。 
 

・企業立地課 
・富山県 

②産学官連携による中

核産業の振興と専門

人材の育成 

各企業、富山県の研究機関、富山大学等

の高等専門機関等と連携することによ

り、本市の特色であるものづくり産業を

さらに強固なものとするとともに、必要

かつ有用な専門的人材を輩出する。 
 

・各企業 
・商工労政課 
・富山県 
・富山大学等 
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【施策２－（３）】次世代型産業の育成・新産業の創出 

 現在注目を集めている自動運転等の次世代自動車や航空機、ロボット等の次世代型産
業の育成や、ベンチャー企業の画期的な商品力・技術力を背景とした新産業の創出は、

富山の未来への重要な投資となります。次世代型産業や新産業の創出を支援すること

で、新たな市場の創造を促進します。 
 本市の新たな特色として注目を集めている「富山のガラス」や「富山えごま」等を支
援し、産業化・６次産業化を推進することで新たな産業として育成していきます。 
事業 内容 主体 

①次世代型産業への参

入支援 

次世代自動車、航空機、ロボット等の分

野へ参入するための設備投資等への助成

制度等を充実させ、企業の育成と立地を

促進する。 
 

・企業立地課 

②成長分野の研究開発

型ベンチャーの育成

促進 

医薬バイオ、IT、ナノテク、環境など、
今後成長が期待される新産業を育成する

ことを目的に設置された「新産業支援セ

ンター」を中核として、ベンチャーの育

成を促進する。 
新商品の市場の創出支援として、新商品

への出品展示費用及び広告宣伝費用を助

成し、新技術に基づく新商品の市場創出

を支援することにより、企業の新技術の

開発を促進する。 
 

・商工労政課 

③「富山のガラス」の

産業化の推進 

人材の育成、産業化の推進、芸術の振興

の３つの観点から取組を行い、「富山のガ

ラス」を新たな産業として推進する。 
 

・文化国際課 

④「富山えごま」等の

６次産業化の推進 

「富山えごま」等の商品開発、販路開拓

を促進させ特産品化を図るとともに、生

産・加工・流通販売までを一体的に行う

６次産業化を推進する。 
 

・環境政策課 
・農政企画課 
・農業水産課 
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【施策２－（４）】富山ブランドの強化 

 300 年以上の歴史を有し、今では配置薬から医薬品まで幅広く使用されている「富山
のくすり」は、全国的にも広く知られており、今後も主要な富山ブランドの１つとし

てＰＲを強化します。 
 新たな富山ブランドを構築するため、「富山のガラス」の認知度向上、「富山えごま」
関連商品のブランド化を推進します。 

 今後、本市の特色を打ち出した特産品を増やしていくために、成長の可能性がありそ
うな地場産業を発掘し、国内外へのＰＲ強化・海外への積極的な情報発信、研究開発

の推進等を行い、様々な視点から富山ブランドの強化を行います。 
事業 内容 主体 

①「富山のくすり」・

「富山やくぜん」の

普及 

販路拡大や消費者への周知を図るため、

その歴史や医薬分業等について紹介する

イベントを富山県・関係市町村・薬業界

が一体となって開催する。 
富山産の食材と健康によいとされる食材

を使った料理等を「富山やくぜん」とし

て普及を図る。 
 

・コンベンショ

ン・薬業物産

課 
・富山県 
・富山県薬業連

合会等 

②「富山のガラス」の

認知度向上 

新しい産業・芸術文化として情報を発信

するとともに、ガラス美術館、ガラス造

形研究所、ガラス工房等と一体となっ

て、国内外に魅力を発信する。 
 

・文化国際課 
・ガラス美術館  

③「富山えごま」のブ

ランド化推進 

「富山えごま」を使用した新たな商品の

開発・販売を推進するとともに、富山大

学等において、えごまの有効成分研究を

実施し、ブランドを確立する。 
 

・環境政策課 

④地域資源の成長促

進・発掘推進 

地場産業（伝統産業）を発掘・支援し、

市内既存産業の活性化に取り組む。 
 

・コンベンショ

ン・薬業物産

課 
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【施策２－（５）】起業・創業の促進 

 起業・創業が低迷していることから、地域経済の活性化のためにも、起業・創業を促
進していきます。 

 創業間もない企業は、資金面での問題を抱えているケースが見受けられることから、
市や支援機関による多様な支援メニューを充実させ、創業に挑戦しやすい環境を提供

することで、起業・創業を促進します。 
 創業時に、経営ノウハウが無く苦労する経営者や技術的な課題を抱えている企業がみ
られることから、インキュベーションの専門家による経営相談や大学との共同開発等

を促進させ、経営面・技術面の課題解決を支援し、経営の安定化を図ります。 
事業 内容 主体 

①創業支援の充実 富山市創業支援等事業計画のもと、本市

と中小企業団体、金融機関、大学等と連

携を深めるとともに、各機関が創業希望

者のニーズに応じた支援メニューを設け

ることにより、地域一体型の支援体制を

構築し、新しい価値の創出に向けた支援

を行う。 

・商工労政課 
・新世紀産業機

構、よろず支

援拠点、商工

会議所、商工

会等 
・金融機関 
・富山大学等 

②創業支援融資制度 市内で創業や新分野を展開する企業が、

融資を受ける際の利子を一部助成し、資

金面での支援を行う。 
 

・商工労政課 

③インキュベーション

施設の運営 

本市が「新産業支援センター」、「とやま

インキュベータ・オフィス」、「四方チャ

レンジ・ミニ企業団地」を運営すること

により、起業家の支援に努める。 
 

・商工労政課 
・企業立地課 
 

④新産業支援センター

の高度化 

産学官連携の拠点として、大学等が有す

る技術を企業が活用するため、大学等と

の共同研究等を実施する体制を整える。 
さらにビジネスインキュベーションコー

ディネーターによる経営相談や起業家を

対象にしたイベント・セミナー等を開催

する。 
 

・商工労政課 
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基本方針３ 企業誘致・拠点化による産業集積の強化 
 市内においては、大規模企業団地の開発が難しいことから、既存企業団地、遊休工場
用地の有効活用を推進します。 

 現在分譲中の第２期呉羽南部企業団地への企業誘致を積極的に行い、また、民間によ
る企業団地の開発計画に対し支援します。 

 企業誘致については、医薬品関連産業を中心に誘致を進めるとともに、本社機能や研
究開発部門の移転・拡充を促進することで、産業の高度化を促進し、本市産業の付加

価値と技術面の向上、雇用の促進を目指します。 
 
 
【施策３－（１）】既存企業団地等の有効活用促進 

 企業団地の有効活用を推進し、企業団地の魅力や利便性を向上させることで、市内外
の企業の誘致や既存企業の生産性向上につなげます。 

 企業団地の有効活用への支援として、「既存企業団地等の環境整備の支援」、「空き工
場・オフィス、遊休地等の利活用支援」を行います。 
事業 内容 主体 

①既存企業団地及び周

辺の環境整備 

法面植栽工事、除草、消雪装置維持管

理、施設修繕など、既存企業団地等の環

境の整備を実施・支援する。 
 

・企業立地課 

②空き工場・オフィ

ス、遊休地等の利活

用 

本市のマッチングサイトの充実を図り、

活用を促進することにより、空き工場・

オフィス、遊休地等への企業誘致を強化

する。 
 

・企業立地課 

 
【施策３－（２）】新たな企業団地の整備 

 第２期呉羽南部企業団地は、令和５年度現在７割まで充足しており、市内で残る分譲
面積は 5.9ha のみとなっています。今後の立地需要に対応するためにも、新たな企業
団地を選定し、整備を促進していきます。 
事業 内容 主体 

①第２期呉羽南部企業

団地の整備 

令和２年度から分譲開始。約 17.5ha、25
区画を提供する。 
 

・企業立地課 

②新企業団地の整備 第２期呉羽南部企業団地の状況や企業の

需要・社会情勢を勘案しながら、新たな

企業団地を選定し、整備を促進する。 
 

・企業立地課 

③民間による企業団地

の整備 

民間企業による企業団地の開発に対して

協力することにより、民間企業による企

業団地の整備を促進する。 
 

・企業立地課 
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【施策３－（３）】企業立地の促進 

 富山は台風・地震・津波等の災害による被害が少なく、一方で低廉な電力・豊富な水
資源等があり、立地環境に優れています。この優れた立地環境を全国に発信し、市外

からの新たな企業誘致や先端技術・研究開発型企業の誘致を促進します。 
 工場等の新増設及び進出企業等への支援制度を充実させ、新たな企業立地を促進しま
す。 
事業 内容 主体 

①地域を牽引する医薬

品関連企業の誘致 

【再掲】 

医薬品を中心とした産業の重層化を推進

するために、工場等の新設、それに伴う

用地や設備の取得等に対して助成を行

い、医薬品関連企業の誘致を促進する。 
 

・企業立地課 
・コンベンショ

ン・薬業物産

課 
・富山県 

②先端技術・研究開発

型企業等の誘致【再

掲】 

民間研究所の新増設に係る助成、県外か

らの本社機能等の移転に係る助成を行

い、対象企業を誘致する。 
 

・企業立地課 
・富山県 

③工場等の新増設助成

制度の充実 

既存企業の事業拡大や設備の更新促進の

ために、企業立地助成制度をさらに充実

させる。 
また、社会経済情勢に応じて、適宜、制

度を見直し、利用の促進を図る。 
 

・企業立地課 
・富山県 

④進出企業支援のため

の企業立地助成制度

の充実 

本市への進出企業を支援するため、企業

立地助成制度を充実させ、新たな企業立

地を促進する。 
 

・企業立地課 
・富山県 

⑤地域未来投資促進法

に基づく支援 

地域の特性を活かして高い付加価値を創

出し、地域の事業者に対し経済波及効果

を及ぼすことを目指す。そのためにも、

地域経済を牽引する事業を促進し、地域

の成長発展の基盤強化を図る。 
 

・富山県 
・富山市 
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【施策３－（４）】進出企業への立地支援の強化 

 定期的に市内企業を訪問し、企業ニーズを把握することにより、支援体制の強化と他
地域への流出防止に努めます。 

 本市内の優れた立地環境をアピールするとともに、市内の利用可能な企業用地の情報
を共有し、市外企業からの企業誘致を推進します。 
事業 内容 主体 

①企業立地に関する支

援体制の充実 

「面倒見のよい市」として企業から認め

られる市を目指す。 
企業立地セミナーへの参加等を通して、

助成制度、交通網、少ない自然災害等を

アピールし、企業の進出を促進しながら

も、他地域への流出防止に努める。 
 

・企業立地課 

②進出企業等とのマッ

チング推進 

企業からの発注情報について、情報提供

を行い、市内企業とのマッチングの成約

を目指す。 
 

・企業立地課 
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基本方針４ 活力を創出する人材確保・育成 
 持続的に産業を成長させていくためには、本市の産業を担う高い技術開発能力等を有
する優秀な人材確保が重要であることから、ＵＩＪターンを積極的に促進し、人材を

確保する必要があります。 
 今後、急速に生産年齢人口が減少していくことから、各企業と連携し、女性、高齢者、
障害者等の雇用をより促進するとともに、これらの人材が有している技能やスキルを

活用できる仕組みを構築します。 
 企業による福利厚生の充実や労働環境の改善を後押しし、「働き方改革」をより推進
する体制づくりに努めます。 
 
【施策４－（１）】ＵＩＪターン就職の促進 

 富山県外に進学し、卒業後そのまま富山県外に就職するケースが多くみられます。優
秀な人材が流出していることから、関係機関と連携を図り、企業説明会の開催等によ

る市内企業の情報発信を積極的に進め、幅広い年代のＵＩＪターンを促進します。 
 富山県内外の学生・生徒や富山県外で働く方々に、市内企業の魅力を発信することで
市内企業への就職を促します。 
事業 内容 主体 

①若年者の就職支援 就職を希望する若者等を対象とする企業

説明会を富山広域連携中枢都市圏が共同

で実施することで、若者等の県内就職及

び企業の円滑な人材確保を促進する。ま

た、県内外の大学と連携して企業説明会

や富山の魅力を発見するイベントを実施

することでＵＩＪターン就職の意識醸成

を図る。 
 

・商工労政課 

②市内企業の情報発信

の強化 

県が運営する就職支援サイトにおいて、

県内企業の情報発信、就職支援の最新情

報、インターシップ情報等を発信するこ

とで市内企業の円滑な人材確保を図る。 
 

・各企業 
・富山県 
・県内市町村 

③産業観光の促進 生産現場の見学や製造技術の説明展示な

ど、中小企業の技術力や魅力をＰＲでき

る場を設け、認知度向上を促進する。 
 

・各企業 
・観光政策課 
・商工会議所等 

④若者等の育成・確保 富山県における主要産業について、産学

官連携のコンソーシアムを設置し、魅力

的なプログラムを提供することにより、

専門的な人材の育成や若者の就業・定着

を図る。 
 

・各企業 
・富山市 
・富山県 
・商工会議所、

富山県薬業連

合会等 
・富山大学等 
・ハローワーク

富山 
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【施策４－（２）】多様な人材の活躍支援 

 生産年齢人口の減少に対応するためにも、各企業との連携を強化し、女性、高齢者、
障害者等の多様な人材が活躍できる仕組みづくりと雇用環境の整備を促進します。 

 GX・DX を推進するために、脱炭素や DX 推進に関する人材育成に対して支援します。 
事業 内容 主体 

①高齢者・障害者・ひ

とり親・外国人の雇

用推進 

高齢者、障害者、ひとり親家庭の父母を

雇用している事業主に対し奨励金を交付

することにより、雇用拡大及び雇用の安

定を図る。 
また、外国人の就労等に関する支援を行

うことにより、外国人の雇用促進を図

る。 
 

・商工労政課 
・富山県 

②高齢者人材バンクの

活用推進 

優れた技能や高度なノウハウを持ち、働

く意欲のある 65歳以上の高齢者と即戦力
となる人材を求める県内企業とのマッチ

ングを行う仕組みを構築し、高齢者の活

躍機会の拡大と人材の活躍による企業価

値の向上を図る。 
 

・各企業 
・富山県 

③女性の雇用環境の整

備 

女性専用のトイレや更衣室の新設など、

女性が働きやすい環境整備を行う事業主

に対し助成金を交付することにより、女

性が活躍できる環境づくりを促進する。 
 

・各企業 
・商工労政課 

④ＧＸ・ＤＸの推進に

向けた人材育成への

支援 

GX・DX に関連した人材育成に関する社
内研修などに助成等を行い、GX・DX 推
進に向けた人材の育成を支援する。 
また、市内事業者や市民を対象としたカ

ーボンニュートラルに関するセミナーを

開催し、カーボンニュートラル実現に向

けた機運を醸成する。 
 

・富山県 
・ハローワーク

富山 
・環境政策課 
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【施策４－（３）】ものづくり産業を支える能力の強化 

 本市の産業のさらなる発展には、中小企業者が抱える様々な問題に対して適切に判断
し、解決策を実行していく必要があります。そのためにも、経営者に対し専門家によ

る具体的かつ実践的な支援や助言を行い、中小企業の順調な発展を促進します。 
 個々の労働者の能力を高めるため、専門技術の習得等を進め、ものづくりの現場で即
戦力となる人材の育成を促進します。 
 
事業 内容 主体 

①経営能力の向上と強

化 

創業者や経営力の向上を図る中小企業者

が抱える問題を解決し、中小企業の発

展・成長を促進するためにも、適切な診

断・助言を行う専門家を派遣する等の支

援を行い、経営能力の向上と強化を促進

する。 
 

・新世紀産業機

構、よろず支

援拠点、商工

会議所、商工

会 
・商工労政課 

②技能訓練等の機会の

提供 

求職者や職業能力の向上を目指す者に対

し、専門知識の習得や各種資格の取得等

を目的とした講習等を実施することによ

り、即戦力となる人材を育成する。 
 

・職業訓練セン

ター 
 

③生産効率を高めるこ

とのできる人材育成 

ものづくりの現場においても、生産効率

を高めるため、DXに関連した人材育成に
関する社内研修や助成等を行い、DXの推
進を図ります。 
 

・富山県 
・ハローワーク

富山 

 
  



 

41 
 

【施策４－（４）】「働き方改革」の推進と勤労者福祉の充実 

 個々の労働者が、将来に対してより良い展望を持ち安心して働けるように、福利厚生
の充実とともに、実際に各種休暇等を取得できる体制づくりを促進します。 

 多様な人材が活躍しやすい環境を整備するとともに、労働者がゆとりと豊かさを実感
できるように勤労者の福利厚生の充実を図り、いきいきと働ける環境づくりを推進し

ます。 
事業 内容 主体 

①従業員のワーク・ラ

イフ・バランスの促

進 

福利厚生施設に対する助成を行い、勤労

者がワーク・ライフ・バランスを取れる

環境整備を促進する。 
 

・各企業 
・国 
・富山市 

②男性の育児休業取得

促進 

育児休業を取得した男性労働者が生じた

事業主に対し助成し、男性の育児休業を

取得しやすい雇用環境整備や業務体制整

備を促進する。 
 

・各企業 
・国 

③勤労者福祉推進事業 勤労者の充実・豊かさ・ゆとりの実現

と、企業の健全な発展に寄与するために

設立された勤労者福祉サービスセンター

の運営に対して支援するとともに、中小

企業退職金共済制度に新規加入した事業

主に対して共済掛金の一部を助成するこ

と等により、安心していきいきと働くこ

とのできる環境の整備を促進する。 
 

・各企業 
・商工労政課 

④福利厚生施設建設助

成 

従業員のための宿舎等の福利厚生施設に

係る費用の一部を助成する等により、雇

用環境の整備を促進する。 
 

・企業立地課 
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４．新たな企業団地候補地 
第３章６「企業団地候補地」において、「富山市都市マスタープラン」の中で工業地区

として指定され、産業系土地利用として誘導方針が設定されているエリアを中心として、

周辺の市街化が比較的進んでおらず、開発の余地があること、交通アクセスや労働力の確

保、地形等の観点を総合して優れていることに加え、「企業に対する立地ニーズに関する

アンケート調査」の意向等を踏まえ、企業団地候補地を選定しました。 
これらの候補地について、「交通アクセス」、「労働力の確保」、「インフラの状況」、「土

地利用の整合性」、「用地確保の容易さ」、「災害リスク」から評価を行うとともに、第２期

呉羽南部企業団地の分譲の状況に応じながら、経済情勢及び企業ニーズを考慮して、その

整備について調査検討します。 
 
■評価内容 

評価項目 内容 

交通アクセス 高速道路 ICや幹線道路へのアクセス状況を評価する。 

労働力の確保 

対象エリアにおける労働力確保の可能性について、以下の点から

評価する。 
・DID地区（人口集中地区）からの距離 
・鉄軌道やバスなど、公共交通機関の整備状況 

インフラの状況 
工業用水路の整備状況や地下水の揚水可能状況、下水道の整備状

況など、各種インフラの整備状況を評価する。 

土地利用の整合性 既存の企業団地等の集積状況等により評価する。 

用地確保の容易さ 農地転用の難易度や造成等のコスト面を考慮して評価する。 

災害リスク 地震や洪水等の災害リスクを考慮して評価する。 
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５．評価指標 
 本ビジョンにおいては、下記の通り定量的な評価指標を設定しており、各指標において

改訂時の現況値を整理しました。 

 

方
針 

指標の内容 基準 現況 目標値 

基
本
方
針
１ 

①製造品出荷額等 
（４人以上） 
（工業統計調査、経済センサス） 

12,550億円 
（2016年） 

13,509億円 
（2020年） 

14,142億円 
毎年 1％増 
（2028年） 

②粗付加価値額 
（工業統計調査、経済センサス） 

4,904億円 
（2016年） 

5,928億円 
（2020年） 

5,527億円 
（2028年） 

基
本
方
針
２ 

③医薬品製造業の出荷額 2,311億円 
（2014年度） 

3,016億円 
（2020年度） 

2,606億円 
（2020年度） 

（富山市ＳＤＧｓ未来都市計画） 
④事業所の新規開業率 
（経済センサス） 

5.9% 
（2014年） 

9.6% 
（2021年） 

7.0％ 
（2021年） 
（総合計画指標） 

⑤新規事業所開設による雇
用者数 
（経済センサス） 

14,195人 
（2012～ 

14年の平均） 

19,624人 
（2019～ 

21年の平均） 

17,000人 
（2021年） 
（総合計画指標） 

⑥創業支援施設 
卒業企業数 

年平均 
約 6社 
（2009年度～ 

17年度） 

年平均 
3.4社 
（2017年度～ 

21年度） 

年平均 
5社 

（2017年度～ 
21年度） 
（総合計画指標） 

基
本
方
針
３ 

⑦市外からの進出企業 
（企業立地助成金により算定） 

9年累計 
13社 
（2009年度～ 

17年度） 

5年累計 
4社 

（2019年度～ 
23年度） 

10年累計 
 15社 
（2019年度～ 

28年度） 
⑧市外からの進出企業に伴
う新規雇用者数 
（企業立地助成金により算定） 

9年累計 356人 
（2009年度～ 

17年度） 

5年累計 32人 
（2019年度～ 

23年度） 

10年累計 400人 
（2019年度～ 

28年度） 

基
本
方
針
４ 
⑨県内高校出身の県外大学
生の Uターン就職率 
（富山県労働政策課調査） 

58.1% 
（2015年度） 

57.9％ 
（2021年度） 

60.0% 
（2021年度） 
（総合計画指標） 

⑩女性就業率 
（国勢調査） 

50.6% 
（2015年） 

53.1% 
（2020年） 

51.9％ 
毎年 0.2%増 
（2028年） 
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【資料】第２期富山市工業振興ビジョン第１次改訂 検討委員会概要 
 
■策定組織 

 地元産業界等の意見を十分に反映させるため「第２期富山市工業振興ビジョン第１次改

訂検討委員会」（商工業を代表する者、学識経験者、関係行政機関の職員、産業支援機関

の職員の８名で組織）を設置し、検討を行いました。 
 
■委員名簿 

 氏名 機関団体名 役職 

委員長 阿 部    仁 国立大学法人 富山大学 
研究推進機構・ 

産学連携本部長 

副委員長 江 下    修 富山県中小企業団体中央会 専務理事 

委員 麻 生 成 俊 (公財)富山県新世紀産業機構 中小企業支援センター部長 

〃 柏 木 二 郎 株式会社商工組合中央金庫 富山支店長 

〃 齊 木 志 郎 富山県 理事・商工労働部次長 

〃 塩 井 貴 晴 富山市薬業推進協会 副会長 

〃 橋 本 英 徳 富山商工会議所 事務局長・企画総務部長 

〃 平 野 平 幸 
富山市第三機械工業センター 

協同組合 
理事長 

注：委員 50音順。 
 

■第２期富山市工業振興ビジョン第１次改訂策定の経過 

開催日 名称 内容 

令和５年 
 12月 22日（金） 

第１回 
検討委員会 

 第２期富山市工業振興ビジョン第１次改訂（素案）について 
 新たな企業団地の候補地選定について 
 富山市企業立地助成事業について 
 富山市工業振興施策について 

令和６年 
2月 5日（月）～ 

2月 19日（月） 

パブリック 
コメント  第２期富山市工業振興ビジョン第１次改訂（素案）について 

令和６年 
  2月 15日（木） 

第２回 
検討委員会  第２期富山市工業振興ビジョン第１次改訂（素案）について 
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富山市商工労働部企業立地課 

〒930-8510 富山市新桜町 7番 38号 

TEL:076-443-2166  FAX:076-443-2183 

 


